
総務委員会議案説明資料 

令和４年１２月６日 

件  名 頁 

１ 第１２２号議案 足立区職員の高齢者部分休業に関する条例・・・・・・ ２ 

２ 第１２３号議案 足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する 

条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

３ 第１２４号議案 足立区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する 

条例の一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・１２ 

４ 第１２５号議案 足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する 

条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

５ 第１２６号議案 旧本木東小学校解体工事請負契約・・・・・・・・・・１９

６ 第１２７号議案 島根住区センター大規模改修工事請負契約・・・・・・２０

７ 第１２８号議案 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の買替について・・・・２１

（総 務 部） 



第 １ ２ ２ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 足立区職員の高齢者部分休業に関する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内   容 

１ 概要 

定年引上げに伴い、高齢層職員の多様な働き方のニーズに対する選択肢

の１つとして、高齢者部分休業制度に関する条例を制定する。 

 

２ 制定内容（詳細は、別紙「条例案」のとおり） 

 内  容 

根拠法令 地方公務員法第２６条の３第１項 

取得対象者 

６０歳の常勤職員 

最終的に５５歳に引き下げることを目指し、付則に「検

討（見直し）条項※」を設ける。 

休業時間 

当該職員の１週間あたりの通常の勤務時間の二分の一

を超えない範囲内。 

別途定める規則により、実際の休業時間は「１日の始

め又は終わりに最大２時間まで」とする。 

休業の単位 ３０分 

給与の取扱い 
勤務しない１時間につき、１時間当たりの給与額を減

額して支給する。 

その他 

・ 任命権者は、業務を処理するための措置を講ずる

ことが著しく困難となった場合で、当該職員の同

意を得たときは、高齢者部分休業の承認を取り消

し、又は休業時間を短縮することができる。 

・ 任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員か

ら休業時間の延長の申出があった場合で公務の運

営に支障がないと認めるときは、当該職員に係る休

業時間の延長を承認することができる。 

その他必要な内容は別途規則で定める。 

※ 総務省通知「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律施行規則」にお

いては、高年齢者は５５歳以上とされている。 

 

３ 施行年月日 

令和５年４月１日 

≪参考≫ 

実際に取得が開始されるのは令和６年４月１日以降となり、約９０名程

度が対象になる見込み 
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４ これまでの経緯 

  令和３年１０月 

特別区人事委員会「職員の給与等に関する報告及び勧告」にて高齢者部

分休業について意見（導入は各区事項） 

令和４年６月 

給与上の取扱いについて区長会と特別区職員労働組合連合会の間で合意 

令和４年９月 

足立区全職員向けに「高齢者部分休業導入に係るアンケート」を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１０月 

高齢者部分休業の導入について職員労働組合と妥結 

 

５ 各区の状況 

  「令和４年度高齢者部分休業制度に関する導入意向調査」結果概要 

（令和４年９月２１日 人事・研修担当課長会資料より一部抜粋） 

導入予定の有無 

導入する方針で検討している 導入しない方針で検討している 

２２区 １区 

導入予定時期 

令和６年４月 令和５年４月 未定 

１０区 ８区 ４区 

取得単位時間 

３０分 ２時間００分 その他・未定 

１３区 ３区 ６区 

取得開始年齢 

６０歳 ５５歳 その他・未定 

８区 ６区 ８区 

 

 

 

 

アンケート結果の総評 

・ 「高年齢として定める年齢」については、アンケート結果か

らは「５５歳」がわずかに過半数を超える結果となった。 

・ 高齢者部分休業に対するニーズの高さが示された。 

・ 一方で、高齢者部分休業制度の開始により、職場の負担や業

務の適切な遂行に対する懸念が数多くあげられた。 

・ 取得に向けた要望として、人員配置や取得しやすい雰囲気づ

くり等、環境整備に言及する意見も多かった。 
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６ その他 

・ 人員の代替措置については、当面は会計年度任用職員での対応を検討

する。 

・ 人事異動の際、取得意向に配慮する。 

・ 公務に支障がない限り、取得理由や職層・職種による制限は行わな

い。 

 

今後の方針 
・ 施行に向けて関連規則等を整備するとともに、全庁周知を行っていく。 

・ 実際に取得が開始される令和６年４月１日に向けて、人員配置や取得 

しやすい雰囲気づくり等の運用に係る検討を進めていく。 
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足立区職員の高齢者部分休業に関する条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６条

の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要な事項を定めるものとする。 

（高齢者部分休業の承認） 

第２条 高齢者部分休業の承認は、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えな

い範囲内で、３０分を単位として行うものとする。 

２ 法第２６条の３第１項の高年齢として条例で定める年齢は、６０歳とする。 

（承認の取消し又は休業時間の短縮） 

第３条 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たときは、当該職員に係る高齢者部分休業の承認

を取り消し、又は休業時間（高齢者部分休業の承認を受けた１週間当たりの勤務しない時間をい

う。以下同じ。）を短縮することができる。 

（休業時間の延長） 

第４条 任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長の申出があった場合

で公務の運営に支障がないと認めるときは、当該職員に係る休業時間の延長を承認することがで

きる。 

（給与の減額） 

第５条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、足立区職員の給与に関する条

例（昭和５０年足立区条例第１３号。以下「給与条例」という。）第１８条第１項の規定にかか

わらず、その勤務しない１時間につき、給料の月額、管理職手当の月額及び給与条例第２３条に

規定する規則で定める手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を足立区職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例（平成１０年足立区条例第２号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第

１項に規定する勤務時間に５２を乗じたものから同項に規定する勤務時間を５で除して得た時間

に給与条例第２３条に規定する足立区規則で定める日の数を乗じたものを減じたもので除して得

た額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定

により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員（同法第１７条の規定による短

時間勤務をすることとなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）にあっては、

その額に勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間を同条第２項の規定により定められたそ

の者の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額）を減額して給与を支給する。 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、特別区人事委員会の承認を得て、規則で定める。 

付 則 

別紙 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （検討） 

２ 区は、法第２６条の３第１項の高年齢として条例で定める年齢の引下げについて検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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第 １ ２ ３ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内   容 

１ 概要 

令和４年特別区人事委員会勧告（特別区職員労働組合連合会と妥結）ど

おり、職員の給与改定実施に伴う条例の改正を行う。 

本年は職員給与が民間給与を下回っており、公民較差（０．２４％、 

８９６円）を解消するため、初任給及び若年層の月例給の引上げ改定を行

う。 

また、職員の特別給（期末手当・勤勉手当）の年間支給月数が民間の特

別給（賞与）の支給割合を０．１１月下回っているため、引上げ改定を行

う。 

 

２ 改正内容（詳細は別紙「新旧対照表」のとおり） 

（１）給料表（第５条）の改定 

ア 初任給及び若年層の給料月額を引上げ 

（２）期末手当・勤勉手当（第２９条・第３０条） 

ア 民間における特別給（賞与）の支給状況を勘案し、年間の支給月数

を０．１月引上げ（現行４．４５月→４．５５月） 

再任用職員については、年間の支給月数を０．０５月引上げ（現行

２．３５月→２．４０月） 

イ 支給月数の引上げ分については、民間の状況等を考慮し、勤勉手当

に割振り 

ウ ３月期末手当を廃止し、６月・１２月期が均等になるよう配分（令

和５年度から） 

 

３ 施行年月日 

（１）については、令和４年４月１日に遡及して適用する。 

（２）のア及びイについては、令和４年１２月１日に遡及して適用する。 

ウについては、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

今後の方針  
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足立区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 第１条による改正後 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第30条 （第１項省略） 第30条 （第１項改正なし） 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給

する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額に100分の102.5（第10

条第１項の規定に基づき指定する職員にあつては100分の122.5）を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給

する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額に100分の112.5（第10

条第１項の規定に基づき指定する職員にあつては100分の132.5）を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の

102.5」とあるのは「100分の50」と、「100分の122.5」とあるのは「100

分の60」とする。 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「100分の

112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分の132.5」とあるのは「100

分の65」とする。 

（第４項から第６項まで省略） （第４項から第６項まで改正なし） 

別表第１（省略） 別表第１（省略） 

別表第２（省略） 別表第２（省略） 

 

別 紙 
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改正前 

※「改正前」は第１条による改正（この条例の公布日から施行）及び足立区

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条例第●●号）に

よる改正（令和５年４月１日施行）後のもの 

第２条による改正後 

（期末手当） （期末手当） 

第29条 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下この条から第

29条の３までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員（規則で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属す

る月の規則で定める日（次条及び第29条の３においてこれらの日を「支給

日」という。）に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死

亡した職員（規則で定める職員を除く。）についても、また同様とする。 

第29条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条から第30条までに

おいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（規則

で定める職員を除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定

める日（次条及び第29条の３においてこれらの日を「支給日」という。）

に支給する。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職員（規

則で定める職員を除く。）についても、また同様とする。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に、３月に支給する場合においては100

分の25、６月に支給する場合においては100分の105、12月に支給する場合

においては100分の110を乗じて得た額に、規則で定める支給割合を乗じて

得た額とする。ただし、第10条第１項の規定に基づき指定する職員の期末

手当の額は、職員の給与月額に、３月に支給する場合においては100分の25、

６月に支給する場合においては100分の85、12月に支給する場合においては

100分の90を乗じて得た額に、規則で定める支給割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 期末手当の額は、職員の給与月額に100分の120を乗じて得た額に、規則

で定める支給割合を乗じて得た額とする。ただし、第10条第１項の規定に

基づき指定する職員の期末手当の額は、職員の給与月額に100分の100を乗

じて得た額に、規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「100分の25」とあるのは「100分の10」と、「100分の105」とあるの

は「100分の60」と、「100分の110」とあるのは「100分の65」と、「100

分の85」とあるのは「100分の50」と、「100分の90」とあるのは「100分の

55」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「100分の120」とあるのは「100分の67.5」と、「100分の100」とある

のは「100分の57.5」とする。 

（第４項及び第５項省略） （第４項及び第５項改正なし） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第30条 勤勉手当は、６月１日及び12月１日（以下この条においてこれらの

日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員（規則で定める職員を

第30条 勤勉手当は、基準日にそれぞれ在職する職員（規則で定める職員を

除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給す
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改正前 

※「改正前」は第１条による改正（この条例の公布日から施行）及び足立区

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条例第●●号）に

よる改正（令和５年４月１日施行）後のもの 

第２条による改正後 

除く。）に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給す

る。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職員（規則で定め

る職員を除く。）についても、また同様とする。 

る。これらの基準日前１月以内に退職し、又は死亡した職員（規則で定め

る職員を除く。）についても、また同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給

する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額に100分の112.5（第10

条第１項の規定に基づき指定する職員にあつては100分の132.5）を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、職員の勤勉手当基礎額に、勤務成績に応じて規則で定

める支給割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者が支給

する勤勉手当の額の総額は、前項の職員の給与月額に100分の107.5（第10

条第１項の規定に基づき指定する職員にあつては100分の127.5）を乗じて

得た額の総額を超えてはならない。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「100分の112.5」とあるのは「100分の55」と、「100分の132.5」とあ

るのは「100分の65」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、同

項中「100分の107.5」とあるのは「100分の52.5」と、「100分の127.5」と

あるのは「100分の62.5」とする。 

（第４項から第６項まで省略） （第４項から第６項まで改正なし） 

 付 則 

 （施行期日等） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５

年４月１日から施行する。 

 ２ 第１条の規定（第30条第２項及び第３項の改正規定を除く。）による改

正後の足立区職員の給与に関する条例（第４項において「改正後の条例」

という。）の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 ３ 第１条の規定（第30条第２項及び第３項の改正規定に限る。）による改

正後の足立区職員の給与に関する条例の規定は、令和４年12月１日から適

用する。 

 （給与の内払） 

 ４ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改

正前の足立区職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与
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改正前 

※「改正前」は第１条による改正（この条例の公布日から施行）及び足立区

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条例第●●号）に

よる改正（令和５年４月１日施行）後のもの 

第２条による改正後 

は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 

 （委任） 

 ５ 付則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、人事委員会が定める。 
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第 １ ２ ４ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 
足立区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内   容 

１ 概要 

令和４年特別区人事委員会勧告（特別区職員労働組合連合会と妥結）に

よる常勤職員の給与改定に準じた内容で、会計年度任用職員の給与に係る

条例の改正を行う。 

 

２ 改正内容（詳細は別紙「新旧対照表」のとおり） 

（１）期末手当（第１６条・第２９条） 

ア ３月期末手当を廃止し、６月・１２月期が均等になるよう配分 

 

３ 施行年月日 

令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

今後の方針  
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足立区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 改正後 

（フルタイム会計年度任用職員の期末手当） （フルタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第16条 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下この条及び第

29条において「基準日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム会計年

度任用職員（規則で定めるフルタイム会計年度任用職員を除く。）に対し

て、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基

準日前１月以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員（規

則で定めるフルタイム会計年度任用職員を除く。）についても、また同様

とする。 

第16条 期末手当は、６月１日及び12月１日（以下この条及び第29条におい

て「基準日」という。）にそれぞれ在職するフルタイム会計年度任用職員

（規則で定めるフルタイム会計年度任用職員を除く。）に対して、それぞ

れ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基準日前１月

以内に退職し、又は死亡したフルタイム会計年度任用職員（規則で定める

フルタイム会計年度任用職員を除く。）についても、また同様とする。 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決定された給料の月額を基礎とし

て規則で定める額に、３月に支給する場合においては100分の25、６月に支

給する場合においては100分の105、12月に支給する場合においては100分の

110を乗じて得た額に、規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、第４条の規定により決定された給料の月額を基礎とし

て規則で定める額に100分の120を乗じて得た額に、規則で定める支給割合

を乗じて得た額とする。 

（第３項から第４項まで省略） （第３項から第４項まで改正なし） 

（パートタイム会計年度任用職員の期末手当） （パートタイム会計年度任用職員の期末手当） 

第29条 （第１項省略） 第29条 （第１項改正なし） 

２ 期末手当の額は、第17条及び第18条の規定により決定された報酬を基礎

として規則で定める額に、３月に支給する場合においては100分の25、６月

に支給する場合においては100分の105、12月に支給する場合においては100

分の110を乗じて得た額に、規則で定める支給割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、第17条及び第18条の規定により決定された報酬を基礎

として規則で定める額に100分の120を乗じて得た額に、規則で定める支給

割合を乗じて得た額とする。 

（第３項及び第４項省略） （第３項及び第４項改正なし） 

 付 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

別 紙 
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第 １ ２ ５ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

所管部課名 総務部 人事課 

内   容 

１ 概要 

国家公務員の期間業務職員における取扱いを踏まえ、会計年度任用職員

等に係る退職手当の支給要件を一部緩和するため、条例改正を行う。 

 

２ 改正内容（詳細は別紙「新旧対照表」のとおり） 

（１）常勤職員に定められている勤務時間以上勤務した日が１８日以上の要

件について、「１か月の勤務日数（週休日、休日、代休日等は含まれな

い。）が２０日に満たない場合は、１８日から２０日と当該２０日に満

たない日数との差に相当する日数を減じた日数（職員みなし日数）」以

上とする。 

※ 足立区においては現在、パートタイム会計年度任用職員のみ採用して

おり、本条例の対象となるフルタイム会計年度任用職員はいない。 

 

３ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

 

 

 

 

今後の方針  

 

【参考例】 

令和５年２月の勤務日数は１９日（２０日に満たない）の場合 

 

 

■ 職員みなし日数の計算方法は… 

① ２０日から１９日を引くと、その差は１日 
（２０日－１９日＝１日） 

② その差の１日を基準の１８日から引いた１７日がみなし日数 

（１８日－１日＝１７日） 
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足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表（案） 

 

改正前 第１条の規定による改正後 

（支給対象） （支給対象） 

第２条 （第１項省略） 第２条 （第１項改正なし） 

２ 前項第２号に規定する勤務形態が同項第１号の職員に準ずる職員とは、

常時勤務を要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日

（法令又は条例若しくはこれに基づく足立区規則（以下「規則」という。）

により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。以

下同じ。）が18日以上ある月が引き続いて６月を超えるに至つた者で、そ

の超えるに至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務することとされ

ているものをいう。 

２ 前項第２号に規定する勤務形態が同項第１号の職員に準ずる職員とは、

常時勤務を要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日

（法令又は条例若しくはこれに基づく足立区規則（以下「規則」という。）

その他の規程により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた

日を含む。）の数（以下「勤務日数」という。）が18日（１箇月間の日数

（足立区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成10年条例第２

号）。以下「勤務時間条例」という。）第18条第１項の規定及びその他の

規程による週休日等（勤務時間条例第４条及び第５条の規定による週休日、

勤務時間条例第10条及び第11条の規定による休日並びに勤務時間条例第12

条第１項の規定により指定された代休日をいう。以下同じ。）に相当する

日は、算入しない。）が20日に満たない日数の場合にあつては、18日から

20日と当該20日に満たない日数との差に相当する日数を減じた日数。以下

「職員みなし日数」という。）以上ある月が引き続いて６月を超えるに至

つた者で、その超えるに至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務す

ることとされているものをいう。 

（退職手当の支給） （退職手当の支給） 

第３条 （第１項省略） 第３条 （第１項改正なし） 

２ 前項の規定による場合のほか、前条第１項第２号に掲げる職員のその月

の勤務日数（常時勤務を要する職員について定められている勤務時間以上

勤務した日に限る。次項において同じ。）が18日に達しないこととなつた

ときは、その月の末日において退職したものとみなして退職手当を支給す

る。 

２ 前項の規定による場合のほか、前条第１項第２号に掲げる職員のその月

の勤務日数が職員みなし日数に達しないこととなつたときは、その月の末

日において退職したものとみなして退職手当を支給する。 

３ 第１項ただし書の規定にかかわらず、同項第４号に規定する再びフルタ

イム会計年度任用職員等となつた者のその月の勤務日数が18日に達しない

３ 第１項ただし書の規定にかかわらず、同項第４号に規定する再びフルタ

イム会計年度任用職員等となつた者のその月の勤務日数が職員みなし日数

別 紙 
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改正前 第１条の規定による改正後 

こととなつたときは、その月の末日において退職したものとみなして退職

手当を支給する。 

に達しないこととなつたときは、その月の末日において退職したものとみ

なして退職手当を支給する。 

（第４項省略） （第４項改正なし） 

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 

第12条の３ （第１項から第３項まで省略） 第12条の３ （第１項から第３項まで改正なし） 

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある月（第１号から第８号ま

でに掲げる期間のある月にあつては現実に職務に従事することを要する日

のあつた月を除き、第９号に掲げる期間のある月にあつては育児短時間勤

務等（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第110号）その

他の法律の規定による育児短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短時

間勤務をいう。以下同じ。）の期間以外の期間における現実に職務に従事

することを要する日のあつた月を除く。）をいう。 

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある月（現実に職務に従事す

ることを要する日（次に掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間における週休日等並びに勤務時

間条例第18条第１項の規定及びその他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。 

（第１号から第７号まで省略） （第１号から第７号まで改正なし） 

(８) 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する法律その他の法律の規

定による育児休業をいう。以下同じ。）の期間 

(８) 育児休業（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号）その他の法律の規定による育児休業をいう。以下同じ。）の期間 

(９) 育児短時間勤務等の期間 (９) 育児短時間勤務等（地方公務員の育児休業等に関する法律その他の

法律の規定による育児短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短時間

勤務をいう。以下同じ。）の期間 

（第５項から第７項まで省略） （第５項から第７項まで改正なし） 

（勤続期間の計算） （勤続期間の計算） 

第13条 （第１項省略） 第13条 （第１項改正なし） 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となつた日の属する月から退

職した日の属する月までの月数（第２条第１項第２号に掲げる職員にあつ

ては、引き続いた常時勤務を要する職員について定められている勤務時間

以上勤務した日が18日以上ある月の月数）による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、職員となつた日の属する月から退

職した日の属する月までの月数（第２条第１項第２号に掲げる職員にあつ

ては、引き続いた勤務日数が職員みなし日数以上ある月の月数）による。 

（第３項から第９項まで省略） （第３項から第９項まで改正なし） 

９ 第16条の規定による退職手当を計算する場合における勤続期間の計算に

ついて、第１項から第６項までの規定により計算した在職期間に１月未満

９ 第16条の規定による退職手当を計算する場合における勤続期間の計算に

ついて、第１項から第６項までの規定により計算した在職期間に１月未満
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改正前 第１条の規定による改正後 

の端数がある場合は、これを切り捨てる。 の端数がある場合は、これを切り捨てる。 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第16条 （第１項省略） 第16条 （第１項改正なし） 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期間をいう。この場合にお

いて、当該勤続期間に係る職員となつた日前に職員又は職員以外の者で常

時勤務を要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日が18

日以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４箇月以内の期間を定め

て雇用され、又は季節的に４箇月以内の期間を定めて雇用されていた者に

あつては、引き続き当該所定の期間を超えて勤務したものに限る。）であ

つた者（以下この項において「職員等」という。）であつたことがあるも

のについては、当該職員等であつた期間を含むものとし、当該勤続期間又

は当該職員等であつた期間に次の各号に掲げる期間が含まれているとき

は、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間を除く。 

２ 前項の基準勤続期間とは、職員としての勤続期間をいう。この場合にお

いて、当該勤続期間に係る職員となつた日前に職員又は職員以外の者で勤

務日数が職員みなし日数以上ある月が１月以上あるもの（季節的業務に４

箇月以内の期間を定めて雇用され、又は季節的に４箇月以内の期間を定め

て雇用されていた者にあつては、引き続き当該所定の期間を超えて勤務し

たものに限る。）であつた者（以下この項において「職員等」という。）

であつたことがあるものについては、当該職員等であつた期間を含むもの

とし、当該勤続期間又は当該職員等であつた期間に次の各号に掲げる期間

が含まれているときは、当該各号に掲げる期間に該当する全ての期間を除

く。 

（第１号及び第２号省略） （第１号及び第２号改正なし） 

（第３項から第１４項まで省略） （第３項から第１４項まで改正なし） 
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第１条の規定による改正後の足立区職員の退職手当に関する条例 第２条の規定による改正後 

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 

第12条の３ （第１項から第３項まで省略） 第12条の３ （第１項から第３項まで改正なし） 

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある月（現実に職務に従事す

ることを要する日（次に掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間における週休日等並びに勤務時

間条例第18条第１項の規定及びその他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。 

４ 第２項の休職月等とは、次に掲げる期間のある月（現実に職務に従事す

ることを要する日（次に掲げる期間（無罪の判決が確定した場合における

第２号に掲げる期間を除く。）以外の期間における週休日等並びに勤務時

間条例第18条第１項の規定及びその他の規程による週休日等に相当する日

以外の日をいう。）のあつた月を除く。）をいう。 

（第１号から第４号まで省略） （第１号から第４号まで改正なし） 

 (５) 高齢者部分休業（地方公務員法第26条の３の規定による高齢者部分

休業及びその他の規程によるこれに相当する休業をいう。）の期間 

(５)（省略） (６)（現行に同じ。） 

(６)（省略） (７)（現行に同じ。） 

(７)（省略） (８)（現行に同じ。） 

(８)（省略） (９)（現行に同じ。） 

(９)（省略） (10)（現行に同じ。） 

（第５項から第７項まで省略） （第５項から第７項まで改正なし） 

 付 則 

 （施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和５

年４月１日から施行する。 

 （足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

 ２ 足立区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条

例第●●号）の一部を次のように改める。 

第12条の３第４項の改正規定を削る。 
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第 １ ２ ６ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 旧本木東小学校解体工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

１ 契約の相手方   御園・大渕建設共同企業体 

            代表者 御園興業株式会社 

             代表取締役 御園 英男 

              東京都足立区神明一丁目４番８号 

２ 契 約 金 額   ３２６，１０７，０５６円（落札率８１．６％） 

３ 契 約 番 号   ４足総契契第０１０５８２号 

４ 工 期   契約締結の翌日から令和６年１月５日 

５ 工 事 場 所   足立区本木一丁目１４番１５号、他 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要 

ア 校舎棟（体育館含む）：ＲＣ造、地上４階建 

イ プール棟      ：Ｗ造、平屋建 

ウ その他付属棟    ：ＲＣ造、平屋建 

（２）延床面積：４，９０３㎡ 

  ア 校舎棟：４，７１０㎡ 

イ プール棟：８５㎡ 

ウ その他付属棟：１０８㎡ 

（３）工事概要 

ア 建築物及び外構工作物の解体 

  イ 解体工事に伴うアスベスト除去 

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日   令和４年１１月７日 

（２）入札・開札年月日 令和４年１１月４日 

（３）入札参加事業者数 ７建設共同企業体 

（低入札調査価格未満７建設共同企業体） 

（４）予定価格     ３９９，６４１，０００円（事前公表） 

 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。 

 

今後の方針 
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第 １ ２ ７ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 島根住区センター大規模改修工事請負契約 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

１ 契約の相手方   株式会社コーセー 

             代表取締役 田中 芳夫 

              東京都足立区西新井二丁目３２番１８号 

２ 契 約 金 額   ２０７，９００，０００円（落札率９２．８１％） 

３ 契 約 番 号   ４足総契契第０１０５７９号 

４ 工 期   契約締結の翌日から令和６年３月１１日 

５ 工 事 場 所   足立区島根四丁目１９番１－１０１号 

６ 工 事 内 容 

（１）建物概要：ＲＣ造、地上５階建ての１、２階部分 

（２）延床面積：８０６．１２㎡ 

（３）工事概要 

  ア 床、壁、天井、トイレ等の内装改修 

イ 外壁補修、鉄部塗装、防水等の外装改修 

ウ 駐車場、駐輪場、舗装等の外構改修 

７ そ の 他 

（１）仮契約年月日   令和４年１１月２日 

（２）入札・開札年月日 令和４年１１月１日 

（３）入札参加事業者数 

ア 初度入札時 ４建設共同企業体 

（予定価格超過３建設共同企業体、辞退１建設共同企業体） 

イ 再度入札時 ３建設共同企業体（辞退２建設共同企業体） 

（４）予定価格     ２２４，０１５，０００円（事後公表） 

 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。 

※ 施工能力審査型総合評価方式にて落札候補者を決定。 

 

今後の方針 

 

 

 

 

 

20



第 １ ２ ８ 号 議 案 説 明 資 料 
令和４年１２月６日 

件   名 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の買替について 

所管部課名 総務部 契約課 

内   容 

 

１ 契約の相手方   株式会社フタバネクスト 

代表取締役 吉川 賢二 

             東京都足立区花畑三丁目３４番１０号 

２ 契 約 金 額   ３５，１９６，６４５円（落札率９９．６６％） 

３ 契 約 方 法   指名競争入札 

４ 契 約 番 号   ４足総契契第０２２３１６号 

５ 納 期 限   令和５年２月２８日 

６ 納 入 場 所   千寿小学校（足立区千住宮元町６番１号） 

外１０１校 

７ 契 約 内 容    

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を購入し、各小中学校へ納品する。 

自動体外式除細動器（ＡＥＤ）キャリングバッグ外一式  １０３組 

８ そ の 他 

（１）仮契約年月日   令和４年１０月２２日 

（２）入札日・開札日  令和４年１０月２１日 

（３）指名業者     １０者 

（予定価格超過４者、辞退３者、不参加２者） 

（４）予定価格     ３５，３１５，３２８円（事後公表） 

 

※ 契約金額、予定価格には消費税を含む。 

 

今後の方針 
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